
Ａ

担当部局・課室名
作成責任者

老健局　介護保険計画課（介護保険計画課長　古川　夏樹）

根拠法令（具体的な条
文（○条○項など）も

記載）
介護保険法第１２２条の２、１２４条、１２６条

関係する通知、
計画等

「介護給付適正化計画」に関する指針について
（平成１９年６月２９日老介発第０６２９００１号）

政策評価体系上の位置付、通し番号 　Ⅸ－３－２（１）

事業評価シート
予算事業名 介護給付等費用適正化事業 事業開始年度 平成２０年度

予算体系

（項）高齢者日常生活支援等推進費

　（大事項）高齢者の介護予防・健康づくり等に必要な経費

　　（目）地域支援事業交付金

実施方法

□直接実施

□業務委託等（委託先等：           　　　　　　　 ）

■補助金〔直接・間接〕（補助先：市町村　　　　実施主体：市町村　　　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　　）

/ 監事等 /

職員総数 内、官庁OB 役員報酬総額 官庁OB役員
報酬総額

役員総数
(官庁OB/役員数)

/ 常勤役員数 / 非常勤役員数

事
業
/
制
度
概
要

目　的
（何のために）

利用者に対する適切なサービスの確保や、不適切な給付の削減が図られることにより、介護保険制度の
信頼感を高めるとともに、介護給付費や介護保険料の増大を抑制することを通じて、持続可能な介護保
険制度の構築に資することを目的とする。

対　象
（誰/何を対象に）

保険者（市町村等）

事業/制度内容
(手段、手法など)

上記目的を達するため、国、都道府県、保険者（実施主体）が連携して主要5事業を行っている。
①認定調査状況チェック･･･ケアマネ等に委託して行った認定の変更等に係る調査内容をチェックす
る。
②ケアプラン点検･･･事業所への訪問調査等により、ケアプラン内容の点検及び指導を行う。
③住宅改修等の点検･･･住宅改修費申請時に、請求者宅の実態確認、工事見積書の点検等を行う。
④医療情報との突合等･･･入院情報と介護保険の給付情報を突合し、給付日数や提供されたサービスの
整合性を確認する。
⑤介護給付費通知･･･利用者本人（又は家族）に対して、サービスの請求状況及び費用等について通知
する。

積立金等の額 内訳
今後の

活用計画

支出先が
独法、公
益法人等
の場合

平成22年度予算額 人件費

コ
ス
ト

事業費 698 百万円 職員構成
概算人件費

（平均給与×従事
職員数）

総　計 百万円 臨時職員他 千円

従事職員数

人件費 百万円 担当正職員 千円 人

-

Ｈ20（決算額） 461

Ｈ20(決算上の不用額) 67

人

年　度 総　額 地方公共団体の裏負担がある場合、概算の総額

Ｈ19(決算額) -

Ｈ19(決算上の不用額)

Ｈ22予算 698

平成22年度
予算

（補助金の場合は負担
割合等も）

介護給付等費用適正化事業　698百万円
　１号介護保険料20%、国40%、都道府県20%、市町村20%

Ｈ21（予算（補正込）） 679

Ｈ21（決算見込） 679

予算額推移等
（財源内訳/
単位百万円）



Ｂ

担当部局・課室名
作成責任者

老健局　介護保険計画課（介護保険計画課長　古川　夏樹）

政策評価体系上の位置付、通し番号 　Ⅸ－３－２（１）

事業評価シート
予算事業名 介護給付等費用適正化事業 事業開始年度 平成２０年度

＊アウトプット指標・アウトカム指標は、該当する施策小目標で設定している指標を中心に記載

事業/制度の
必要性

介護給付の適正化を図ることは、介護保険制度の信頼感を高めるために持続可能な介護保
険制度の構築に資するために必要である。

他省庁、自治体、民間
等における類似事業

なし。

他省庁、自治体、民間
等との連携・役割分担

・国は基本方針「介護給付適正化計画に係る指針」を提示
・都道府県は「介護給付適正化計画」を策定し、市町村に対して必要な指導・助言を行う
・市町村（保険者）は上記計画に則って、介護給付費の適正化の取り組みを行う

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

活動実績

【指標】 Ｈ１９年度実績 Ｈ２０年度実績

介護給付費適正化実施率
（実施保険者／全保険者数）
※主要5事業のうち1つ以上事業を

行っている保険者の実施率

- 99.1% 集計中

Ｈ２１年度実績

予算執行率 - 87.3% 100%（見込）

ア
ウ
ト
カ
ム

達成目標
（指標、達成水準/

達成時期）、
実績

【指標】（達成水準／達成時期）
Ｈ１９年度実績

【達成率】
Ｈ２０年度実績

【達成率】

事業/制度の
自己評価

(アウトカム指標の分
析。適宜アウトプット

指標に言及)

　実施主体である各保険者（市町村）においては、国が示した「介護給付適正化計画に関する指針」や
各都道府県が策定した「介護給付適正化計画」に基づき、主要5事業（①認定訪問調査の点検、②ケア
プラン点検、③住宅改修等の点検、④医療情報との突合、⑤介護給付費通知）を中心に取り組みを行
い、介護給付費の適正化を図っている。

　　                 ・主要5事業の実施率（平成20年度実績）
　　　　　　　　　　　　①認定調査状況チェック　90.4%
　　　　　　　　　　　　②ケアプラン点検　　　　45.1%
　　　　　　　　　　　　③住宅改修等の点検　　  79.0%
　　　　　　　　　　　　④医療情報との突合　　　68.9%
　　　　　　　　　　　　⑤介護給付費通知　　　　57.6%

Ｈ２１年度実績
【達成率】

　　　　　　　効果額
  * 国保連合会介護給付費適正化システムに
    よる過誤調整の額。
　
     適正化事業のためのシステム運用経費と
　　 して国保中央会に393百万円(平成20年度）
     交付している。

－ 1,663百万円 集計中

特記事項
(事業/制度の沿革、こ
れまでの予算の削減に
向けた取組み、目標達
成のための関連事業等)

今
後
の
方
向
性

見直しの方向性
（より効率的・効
果的な事業とする

観点から）
（担当部局案）

主要5事業の実施率については平成22年度までに全ての事業について100%を目標としているところでは
あるが、保険者間で取組状況に地域差がみられたり、事業によって実施率にばらつきがみられる。
各都道府県において策定した「介護給付適正化計画」の計画期間は概ね平成22年度までであることか
ら、平成23年度以降については新たに目標等を定める等の見直しを検討することとしている。

平成23年度予算の
方針(担当部局案)

　　　　　　　　　　廃止
（見直しの上）　　　増額　　　　現状維持　　　　減額
（見直しをせず）　　現状維持

比較参考値
（諸外国での類似事業

の例など）
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